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1．はじめに
　欧州人権条約（以下，条約と表記）では，条約による人権保障システムの実効
性の強化を目的とした第14議定書が2004年に採択され，そこでは個人申立の受
理可能性基準に新たに「相当な不利益」（significant disadvantage, préjudice im por­
tant）が導入された。同議定書は2010年 6 月 1 日に発効し，同日からこの新た
な基準が適用されている（条約35条 3 項 b）。この基準により，個人は条約上の
権利侵害を申し立てても，「相当な不利益」を被っていなければ欧州人権裁判
所（以下，裁判所と表記）により申立が受理されなくなった。導入の背景には，
1990年代に東欧や旧ソ連の旧社会主義国が条約を批准したことなどにより，個
人の申立数が1990年代後半以降に急増し，裁判所がその処理に過大な負担を強
いられるようになったことが指摘できる。条約体制は人権の実効的な保障シス
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「相当な不利益」という新基準は，第14議定書20条により，裁判所によりすでに受理された申
立を除いて，第14議定書の発効日に裁判所に係属していたすべての申立に適用される。
国際刑事裁判所は，「事件が裁判所による新たな措置を正当化する十分な重要性を有しない場
合」には当該事件を受理しないことを決定することができる（国際刑事裁判所規程17条 1 項⒟）。
例えば，条約機関に割り当てられた1990年の申立件数は1,657であるが，1995年は3,481に，
2000年は10,482に，2005年は35,402に，2010年は約61,300に各々増加した。個人申立数の変遷に
ついては，戸波江二ほか『ヨーロッパ人権裁判所の判例』（信山社，2008年）520頁，参照。2010
年のデータおよび本稿で引用する裁判所の公式文書については，人権裁判所の公式ウェブサイト
（http://www.echr.coe.int/echr/）から入手した。なお，2015年 3 月現在，条約の締約国数は47
ヵ国であり，トルコを含めてほとんどの欧州諸国が条約を批准している。
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テムとして評価されてきたが，個人の人権侵害がこの基準の導入により国際平
面で実効的に救済されなくなる懸念が生じる。他方で，この基準の導入は，裁
判所が条約についての重要な問題のみを扱い客観的な秩序を維持する憲法裁判
所的な機能の論点にも関わってくる。
　本稿は，裁判所が第14議定書の発効後の数年間の実行において受理可能性の
新基準をどのように適用してきたのかを分析することにより，この基準の解釈
上の問題点を明らかにし，その機能を検討することを目的とする。そのうえで，
憲法裁判所としての裁判所の機能を考察する際の示唆を得たい。
2．「相当な不利益」基準の規定構造
　「相当な不利益」基準に関して，条約35条 3 項は，以下のように規定してい
る。
　裁判所は，次の各号のいずれかに該当すると考える場合には，第34条に基づ
いて付託された個人の申立を不受理としなければならない。
中略
⒝　申立人が，相当な不利益を被っていなかった場合。ただし，条約及びそ
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憲法秩序としての条約または憲法裁判所としての裁判所の問題については，小畑　郁『ヨーロ
ッパ地域人権法の憲法秩序化』（信山社，2014年） 5 -33頁，参照。
第14議定書20条 2 項によれば，経過措置として，相当な不利益基準は同議定書発効後 2 年間は
小法廷および大法廷に留保される。このことは，同議定書に基づいて，単独裁判官が新設された
（議定書 6 条 1 項，条約26条）ことに関連している。同議定書の説明報告書によれば，単独裁判官
は，申立を当初から受理することができない全くもって明白な事件についてのみ決定を行うこと
ができる。このことは，新たな受理可能性基準に関してとりわけ重要であり，裁判所の小法廷お
よび大法廷が当該基準に関する判例法をまず発展させることが必要とされていた。Voir, Protocole 
n°14 à la Convention de sauvegarde des Droits de l’Homme et des Libertés fondamentales, 
amendant le système de contrôle de la Convention, Rapport explicatif, para. 67.
本稿は，西片聡哉「欧州人権条約における個人申立の受理可能性新基準『相当な不利益』─人
権裁判所の判例の分析を中心に─」京都学園大学総合研究所所報13号 3 ─10頁（2012年）を基に
その後の判例や文献を追加して加筆・修正したものである。相当な不利益基準に関する裁判所の
初期の実行を検討した邦文文献として，以下のものを参照。小代久美子「欧州人権条約における
受理可能性の基準の一考察」早稲田大学大学院法研論集141号（2012年）25－51頁，大塚泰寿
「ヨーロッパ人権裁判所の受理可能性審査手続に関する改革について─第14議定書及びその後の
発展を中心にして─」坂元茂樹・薬師寺公夫編『普遍的国際社会への法の挑戦』（信山社，2013
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の諸議定書に定められた人権の尊重のために当該申立の本案の審査が求
められる場合はこの限りではなく，国内裁判所により正当に審理されな
かったいかなる事件もこの理由により却下されてはならない。
　「相当な不利益」基準の導入は，裁判所は，本案審理に値しない事件を迅速
に解決し，欧州レベルでの人権の法的保障という裁判所の第一義的な使命に集
中することを目的としている。このことは，「些事については法官は留意せ
ず」（de minimis non curat praetor）という法格言に依拠している。他方で，新基
準の導入により個人の申立権が制約され，権利侵害に対する救済がなされなく
なるという問題が生じる。
　条約35条 3 項において，申立の受理について「相当な不利益」の基準を満た
すには，次の 3 つの条件が累積的に満たされなければならない。すなわち，①
申立人が相当な不利益を被っていること②条約および諸議定書の保障する人権
の尊重の問題が本案審査を必要としていること③国内裁判所により正当に審理
されていないことである。この場合，①が満たされれば，残りの 2 つの条件は
審査の必要がなく，①が満たされない場合には，②か③のいずれかの条件が満
たされなければならない。 3 つの条件の間には形式的に序列関係は存在しない
が，①の要件が核心的な問題となる。
　まず，申立人が相当な不利益を被っていることであるが，第14議定書の説明
報告書によれば，「相当な不利益」という文言は柔軟性を持ち，解釈が求めら
れるものであり，裁判所が判例法の漸進的な発展により客観的な基準を確立す
る解釈を行うとされる。不利益の程度については，de minimis non curat 
praetor の原理により，法的に人権侵害が実際になされていても，侵害の重大
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年，以下『芹田古稀』と表記）121-151頁。
Rapport explicatif, supra note 5, paras. 77-79. なお，「相当な不利益」基準の起草過程を検討し
たものとして，前田直子「欧州人権条約における受理可能性新基準『相当な不利益』の創設と人
権裁判所機能の発展」国際協力論集17巻 1 号（2009年）117-130頁，参照。
Nina Vasilyevna Shefer v. Russia, decision of 13 March 2012, para. 17.
Rapport explicatif, supra note 5, para. 80.
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性が最低限のレベルに達していなければならない。
　次に，裁判所に付託された人権問題が本案審査を必要としていることである
が，これは個人申立権の制約に対するセーフガード条項として理解されている。
この条項により，申立人が相当な不利益を被っていなくても，裁判所に付託さ
れた問題が本案審査を必要としていれば申立は受理されうる。この 2 つ目の条
件は，事件の総件名簿からの削除について定めた条約37条 1 項の但書を参考に
して，導入された。本案審査が必要となる問題であるが，説明報告書では，条
約の解釈適用に関する重大な問題または国内法に関する重要な問題が挙げられ
ており，判例では，条約の尊重に関わる一般的性格を持った問題に言及がなさ
れている。
　最後に，国内裁判所により正当な（duly, dûment）審理がなされていないこと
であるが，これも本案審査の必要性の要件と同様にセーフガード条項である。
この要件は，条約上の権利を一次的に保障するのは各締約国であるという補完
性の原則を反映しており，国内または欧州のいずれかの平面での司法審査を保
障し，裁判拒否を防ぐことを目的としている。補完性の原則の文脈で，国内で
実効的救済を受ける権利（条約13条）や国内的救済完了の原則（35条 1 項）がこ
の要件と関わってくる。なお，2013年 6 月に採択された条約の第15議定書が発
効すれば，35条 3 項（b）の改正により，この要件は削除されることになって
いる。
10）
11）
12）
13）
14） 15）
16）
70　（142）
Vladimir Petrovitch Korolev c. Russie, décision du 1er juillet 2010, p. 4.
Rapport explicatif, supra note 5, para. 81. 条約37条 1 項の但書では，裁判所は，条約および諸
議定書の定める人権の尊重のために必要な場合には，引き続き申立の審理を行う。
Ibid., paras. 39 et 83.
Korolev c. Russie, supra note 10, p. 5.
Rapport explicatif, supra note 5, para. 82.
Korolev c. Russie, supra note 10, p. 6.
第15議定書の説明報告書によれば，この要件の削除理由は，「些事については法官は留意せ
ず」原理の強化である。Protocole n° 15 portant amendement à la Convention de sauvegarde des 
Droits de l'Homme et des Libertés fondamentales, Rapport explicatif, para. 23. なお，この要件の
削除は，2012年 4 月に開催された欧州人権裁判所の将来に関する高級会議で採択されたブライト
ン宣言で勧告されていた（15項ｃ）。宣言のテキストは裁判所 HP から入手できる。
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3．人権裁判所による「相当な不利益」基準の適用
　裁判所は，「相当な不利益」基準を申立の受理可能性の審査においてどのよ
うに解釈・適用してきたのか。以下， 3 つの要件ごとに検討する。
⑴　相当な不利益
　裁判所によれば，この文言を包括的に定義することはできない。侵害の重大
性に関する最低限のレベルの評価は相対的であり，各案件の事情に依存してい
る。権利侵害の重大性は，申立人の主観的知覚と事件で客観的に何が問題とな
っているかを考慮して判断されなければならない。また，この要件の審査にお
ける主な判断基準は，事件の争点の申立人に対する金銭的な影響と申立人にと
っての事件の重要性である。相当な不利益の存在は，申立人が立証することを
求められる。金銭的な影響について，総額がわずかであることは，裁判所が申
立を受理できないと宣言する決定的な要素である。以下，申立人の利益につい
て，金銭的利益と非金銭的利益に分けて，分析を行う。
①金銭的利益
　金銭的利益について，まず相当な不利益を被ったとみなされなかった事件を
見てみよう。Ionescu 対ルーマニア事件（2010年）では，第 3 小法廷は，相当
な不利益基準の 3 要件がいずれも満たされていないとして，申立を受理しなか
った。本件では，商事会社の運送契約条項の不遵守による申立人の損害賠償額
等は90ユーロであり，申立人は同額が彼の生活に重大な影響を与えるような経
済状況にはなく，相当な不利益を被っていないと判示された。Korolev 対ロシ
ア事件（2010年）では，ロシア裁判所が訴訟費用として算定した22,50ルーブル
（ 1 ユーロ未満）が当局により支払われなかったことが争点となった。第 1 小
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 Korolev c. Russie, supra note 10, p. 4. 
Adrian Mihai Ionescu c. Roumanie, décision du 1er juin 2010, para. 34.
Ibid. 
Ibid., paras. 28-36. 
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法廷は，以下のような理由により，申立人が相当な不利益を被っていないと判
示した。経済状況が他の締約国と異なることを考慮しても，この金額が申立人
に与える影響は取るに足らないものである。主張される権利侵害の帰結に関す
る申立人の主観的な印象は，客観的な理由により正当化されうるものでなけれ
ばならない。よって，申立人は相当な不利益を被っていない。また，Ştefănescu 
対ルーマニア事件（2011年）では，申立人の精神的損害が争点となった。申立
人は精神的損害として同国裁判所で500万レウ（約125ユーロ）の返済を求めた
が，第 3 小法廷は同額を比較的取るに足らない金額とみなし，申立人が相当な
不利益を被っていないと判示した。
　罰金などの刑事罰が相当な不利益にあたるかが争われた事例として，Rinck
対フランス事件（2010年）がある。本件では，申立人は車のスピード違反の罰
金150ユーロ，訴訟費用22ユーロ，および運転免許証の減点を不利益として被
ったことが，相当な不利益にあたるかが争点となった。第 5 小法廷によれば，
申立人の主張する不利益はとりわけ限られており，申立人は訴訟の結果が私生
活に重大な影響に与えるような経済状況にあったことを示す要素はない。金銭
的な側面以上に，申立人の罰金刑が本件の事情のもとで彼の個人的な状況に対
して重大な結果をもたらしたことは立証されていない。以上のことから，申立
人は相当な不利益を被っていないと判示された。
　申立人の主観的知覚については，申立人の利益がその行為により証明されな
ければならない。Shefer 対ロシア事件（2012年）では，申立人が 7 年以上も執
行令状の再提出を怠り，このように能動的でなかったことが重大な利益が明ら
かに欠如していることを示していると判示された。第 1 小法廷によれば，個人
の利益は主観的な知覚や感情だけに限定されえず，望んだ結果を引き出す合理
的な手段を用いる努力によりその利益が証明されなければならない。
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Korolev c. Russie, supra note 10, pp. 4-5.
Manuela Ştefănescu c. Roumanie, décision du 12 avril 2011, paras. 35-37.
Jean-Jacques Rinck c. France, décision du 19 octobre 2010, pp. 4-5.
Shefer v. Russia, supra note 8, paras. 19-27.
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　金銭的利益の金額については，これまでの事例では，概ね約500ユーロ以下
が相当な金銭的利益の欠如と解されている。Kiousi 対ギリシャ事件（2011年）
では，亡夫の年金控除額の還付を求める訴訟の遅延が公正な裁判を受ける権利
を侵害したか否かが争われたが，第 1 小法廷は，本件で問題となる金銭的利益
504ユーロが比較的僅かであり，国内訴訟での争点が申立人の生活に重大な影
響を与えるような経済的状況に申立人が置かれていることは示されていないと
して，申立を受理しなかった。
　次に，相当な不利益を被ったとみなされた事件を見てみよう。「農地改革」
対ポルトガル事件（2011年）では，15人の申立人は農地の所有者または相続人
であったが，1975年の農地改革により土地が収用または国有化の対象となった。
申立人らは，土地の収用に対して「公正な補償」が得られていないとして，第
1 議定書 1 条の保障する財産権の侵害を訴えた。第 2 小法廷は，一部の申立に
つき，数万ユーロに及ぶ財産権の侵害が重大であるとして，相当な不利益を被
っていると判示した。
　裁判所が申立人の財政状況に対する経済的影響を考慮して相当な不利益を認
定した事例もある。Piętka 対ポーランド事件（2012年）では，同国裁判所が申
立人に対して訴訟費用として12,007ズウォティの支払いを命じたことが争われ
たが，同額が申立人の月収の約1.2倍であり，重大な財政的影響を与えるとし
て，相当な不利益と判示された。
　Giuran 対ルーマニア事件（2011年）では，申立人はアパートで宝石や衣類な
ど350ユーロに相当する物品が家政婦により盗まれたと主張したが，ルーマニ
アの高等破棄院は家政婦を無罪とした。これに対して，申立人は，公正な裁判
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Conseil de l’Europe/Cour européenne des droits de l’homme, Guide pratique de recevabilité, 
2014, para. 414. 約500ユーロ以下の金額が相当な不利益と認定されなかった事例のうち，本稿で
引用しなかったものについては，上記文書413から416パラグラフを参照。もっとも，後述するよ
うに500ユーロ以下の金額が相当な不利益と認定された事例もある。
Anastasia Kiousi c. Grèce, décision du 20 septembre 2011, pp. 4-6.
Sancho Cruz et 14 autres affaires 《réforme agraire》 c. Portugal, arrêt du 18 janvier 2011, 
paras. 22-36.
Piętka v. Poland, judgment of 16 October 2012, paras. 33-41.
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を受ける権利と財産権の侵害を人権裁判所に申し立てた。第 3 小法廷は，以下
のような理由から申立人の440ユーロ（損害額として350ユーロ，訴訟費用として90
ユーロ）の被害を相当な不利益と判示した。申立人は年金受給者であり，2003
年のルーマニアにおける年金支給額の平均は約50ユーロ相当である。また，盗
難物の金銭的利益や感情的価値（sentimental value）に加えて，本件の訴訟手続
きは，申立人にとって，所有および住居の尊重に対する権利という原則的な問
題に関わっていた事実も考慮しなければならない。よって，申立人は相当な不
利益を被っていないと決定されない。
　また，裁判所は，事件で争われる非金銭的利益よりも金銭的な利益を優先し
て相当な不利益を認定したことがある。Giusti 対イタリア事件（2011年）では，
申立人らは，土地の譲渡の部分的な見返りとして，アパートの所有権の譲渡を
定めた売却契約の履行に関する国内の民事訴訟手続きの当事者であった。他方
で，申立人らは同訴訟が約15年 6 ヶ月の長期に及んだことによる損害賠償を求
めたが敗訴し，このことが合理的な期間内に裁判を受ける権利（ 6 条 1 項）を
侵害しているとして，裁判所に提訴した。第 2 小法廷は，侵害が主張される権
利の性質，権利の行使における侵害の影響の重大性，申立人の個人的状況に対
する侵害のありうる帰結などを考慮しながら次のような理由により申立を受理
した。これらの帰結の評価にあたり，裁判所はとりわけ国内訴訟で争われた利
益またはその結果を検討する。15年 6 ヶ月という期間は，条約 6 条 1 項の定め
る合理的期間の原則と明らかに両立しないであろう。裁判所によれば，この種
の主張の帰結の重大性を評価する際に，国内の裁判官の前で争われた利益は，
（経済的）価値がわずかであるか取るに足らない場合にのみ決定的であろう。
本件は，このような場合にはあたらない。なぜならば，契約の履行の価値は重
大であるからである。以上のことを考慮して，申立人らに相当な不利益が発生
しており，被告政府の抗弁は斥けられなければならない。類似の事件として挙
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Giuran v. Romania, judgment of 21 June 2011, paras. 15-25.
Giusti c. Italie, arrêt du 18 janvier 2011, paras. 20-37.
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げられるのが De Ieso 対イタリア事件（2012年）であり，本件では，廃症手当
の給付権の承認を求める10年 4 ヶ月に及ぶ民事訴訟の遅延およびそれに対する
救済が争点となった。第 2 小法廷は，Giusti 事件と同様の手法をとり，終身給
付に関わる廃症手当の性質が重要な価値を持つと判示し，さらに以下のことを
指摘して，相当な不利益を認定した。申立人は訴訟遅延についてピント法に基
づき2,528.28ユーロの損害賠償を得たが，低い賠償額や支払いの遅延の点で同
法は脆弱であり，これらのことが事件の審理において非常に重要な遅延をもた
らし，このような遅延は裁判所が相当な不利益を評価する際に無視できないで
あろう。
②非金銭的利益
　事件で争われる申立人の非金銭的利益が相当な不利益にあたらないと判示さ
れた事例としては，Holub 対チェコ事件（2010年）がある。本件では，同国憲
法裁判所による対審性の原則や武器平等の原則違反が相当な不利益に該当する
かが争点となった。申立人によれば，当事者である地方裁，地域裁および最高
裁の所見が憲法裁により申立人に伝達されず，所見に反駁することができなか
った。このことが条約 6 条 1 項の公正な裁判を受ける権利を侵害しているとし
て，申立人は裁判所に申立を行った。第 5 小法廷は，申立人が他方の当事者で
ある国内裁判所の所見を伝達されなかったことから生じる可能性のある損害を
検討することが必要であり，本件では相当な不利益が生じていないと判示した。
また，Gagliano Giorgi 対イタリア事件（2012年）では，申立人が公金横領およ
び文書偽造で起訴された刑事裁判が10年 7 ヶ月に及び，このような訴訟遅延に
ついてピント法のもとで救済がなされなかったことが公正な裁判を受ける権利
を侵害するかが争われた。第 2 小法廷によれば，同国控訴院が消滅時効により
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De Ieso c. Italie, arrêt du 24 avril 2012, paras. 30-39.
Ladislav Holub c. République tchèque, décision du 14 décembre 2010, pp. 10-11. チェコにお
ける類似の事件として，Bratři Zátkové, A. S. 対チェコ事件がある。Voir, Bratři Zátkové, a. s. c. 
République tchèque, décision du 8 février 2011. 行政裁判において検事長顧問の意見が申立人に
伝達されなかったことが相当な不利益とはならないと判示された事例については，以下の事件を
参照。Liga Portuguesa de Futebol Profissional c. Portugal, décision du 3 avril 2012, paras. 26-40.
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刑の減軽を宣言したことは遅延から生じる不利益を減じているとして，申立が
受理されなかった。その他，Zwinkels 対オランダ事件（2012年）では，労働監
督官が申立人の車庫に許可なく立ち入ったことが条約 8 条の住居の不可侵を侵
害するかが争われた。第 3 小法廷によれば，申立人は無断の侵入により支障が
生じ，生活に影響を受けたことを示唆せず，監督官の介入は最小限の影響を与
えるにすぎないとして，申立を受理しなかった。
　他方で，事件で争われる非金銭的利益が相当な不利益として認定された事例
もある。まず，公正な裁判を受ける権利に関わる事例について見てみよう。
BENet Praha, Spol. s r.o. 対チェコ事件（2011年）では，同国憲法裁判所が検察
官の新たな情報を含む主張を申立人に伝達することなく，さらに判決理由でそ
れに依拠したことは，申立人が憲法裁での対審手続きに対する権利の行使にお
いて相当な不利益を被っていないと結論づけることができないと判示した。
Luchaninova 対ウクライナ事件（2011年）では，申立人が軽窃盗罪で行政違反
法に基づき罰金刑を科され，同国裁判所の審理が違法で不公正な方法で行わ 
れた否かが争われたが，第 5 小法廷は，有罪判決により会社を解雇されたこ 
とが彼女の職業生活に否定的な影響を与えたとして，相当な不利益を認定し 
た。
　また，条約 5 条の身体の自由に関わる利益が相当な不利益と認定された事例
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Gagliano Giorgi c. Italie, arrêt du 6 mars 2012, paras. 51-66. 民事裁判の訴訟遅延が相当な不
利益にあたるかについて，同様な理由で不利益を認定しなかった事例として，Galović 対クロア
チア事件（2013年）がある。本件では，申立人がフラットからの退居を求められた訴訟で公正な
審理を受ける権利や所有権などが侵害されたとして同国の憲法裁判所に訴えたが，憲法裁での審
理が約 6 年 2 ヶ月に及んだことが条約 6 条 1 項の不当な訴訟遅延となるかが争われた。第 1 小法
廷は，申立人が憲法裁での審理の間フラットにとどまっていたことが，遅延により通常被る損害
をかなり減じたと判示した。Ljubica Galović v. Croatia, decision of 5 March 2013, paras. 71-74.
Martinus Gerardus Maria Zwinkels v. the Netherlands, decision of 9 October 2012, paras. 25-
34.
BENet  Praha, Spol. s r.o. v. the Czech Republic, judgment of 24 February 2011, paras. 135-
136. 本案審査では，条約 6 条 1 項違反が認定された。Ibid., paras. 137-146. Voir aussi, 3A.CZ 
s.r.o. c. République tchèque, arrêt du 10 mai 2011, para. 34.; Joos v. Switzerland, judgment of 15 
November 2012, paras. 19-21.
Luchaninova v. Ukraine, judgment of 9 June 2011, paras. 46-50. 本案審査では，条約 6 条 1 項
ならびに同条 3 項⒝および⒞が認定された。Ibid., paras. 53-67.
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もある。Van Velden 対オランダ事件（2011年）では，申立人の拘禁の停止を求
める訴えが同国裁判所で斥けられたことが合法的な拘禁に関する権利（条約 5
条 4 項）を侵害するか否かが争われた。第 3 小法廷は，以下のような理由で被
告政府の抗弁を斥け，相当な不利益を認定した。最終的な有罪判決に先立って
拘禁期間を設け，刑期を拘禁期間で補うことは，大半ではないにせよ多くの締
約国の刑事手続きの特徴である。未決拘禁から生じる損害がこのことによりた
だちに条約目的にとって意味がなくなると裁判所が一般的に判示することは，
条約 5 条のもとでの大部分の潜在的異議申立を裁判所の審査の範囲から除外す
ることになるであろう。さらに，Bannikov 対ラトビア事件（2013年）では，申
立人の 1 年11ヶ月18日に及ぶ未決拘禁が条約 5 条 3 項の身体の自由を侵害する
かが争点となったが，第 4 小法廷は，民主社会における身体の自由の重要性を
想起し，本件の未決拘禁の期間を考慮すると，de minimis non curat praetor
の原理はほとんど適用されえないであろうと判示した。
　条約 9 条から11条の精神的自由権の制約が相当な不利益と認定された事例が
ある。Vartic 対ルーマニア第 2 事件（2013年）では，同国の刑務所が服役中に
肝炎を患った申立人に対して仏教信仰に従った菜食を与えなかったことが条約
9 条の宗教の自由を侵害するかが争点となった。第 3 小法廷は，本件の争点が
重要な原則問題を提起し，金銭的に容易に数量化できず，長期化するとして，
被告政府の抗弁を却下した。また，Eon 対フランス事件（2013年）では，元首
侮辱罪で罰金刑を科されたことが条約10条の表現の自由を侵害するか否かが争
点となったが，第 5 小法廷は以下のような理由で申立を受理した。相当な不利
益に関して，申立人が司法扶助の拒否後も含めて国内訴訟で争ったことから本
件の主観的重要性は明らかであると思われ，客観的重要性についても本件がメ
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Van Velden v. the Netherlands, judgment of 19 July 2011, paras. 31-39. 本案審査では，条約 5
条 4 項違反が認定された。Ibid., paras. 48-57.
Bannikov v. Latvia, judgment of 11 June 2013, para. 58. 本案審査では，条約 5 条 3 項違反が
認定された。Ibid., paras. 61-67.
Vartic v. Romania （no. 2）, judgment of 17 December 2013, paras. 37-41. 本案審査では，条約
9 条違反が認定された。Ibid., paras. 42-67.
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ディアで大きく取り上げられ，国会で提起された元首侮辱罪の維持に関わって
いる。さらに，Berladir ほか対ロシア事件（2012年）では，同国当局の設定し
た条件に反して公の集会を開いた申立人らが行政違反法に基づいて逮捕され，
治安裁判所により1000ルーブルの罰金を科されたことが集会の自由を侵害する
かが争われたが，第 1 小法廷は，争点の性質や自由の制約の範囲を留意して，
申立を却下するのは適切ではないと判示した。
③検討
　以上，相当な不利益要件に関する判例を概観したが，申立人への金銭的影響
については，評価が申立人や被告国の経済状況に依存しながらも，影響の重大
性に関して申立人に客観的な理由に基づく立証が求められている。金銭的利益
は非金銭的利益よりも優先して考慮され，被害額が少額である場合には，申立
が受理されることはまずないであろう。もっとも，Giuran 対ルーマニア事件
では，金銭的利益だけでなく申立人の経済状況や問題となる権利の性質を考慮
したうえで，440ユーロが相当な不利益と認定された。他方，非金銭的利益に
ついては，権利の性質や申立人に対する影響の重大性などが考慮要素である。
公正な裁判を受ける権利が事件の争点となることが多いが，この権利について
は，権利の中傷的な性質だけでなく申立人に対する損害の度合いや事件の重大
性を実体的に審査している。
　問題となるのは，相当な不利益基準と他の受理可能性基準である申立権の濫
用（条約35条 3 項 a）との使い分けであろう。1990年代以降個人の申立数が急増
し，裁判所の過剰負担の問題が顕在化すると，申立人がわずかな不利益しか被
っていないことが申立の濫用として認められる事例が生じてくる。
　2010年 1 月の Bock 対ドイツ事件では，申立人は，医師に処方された食事療
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Eon c. France, arrêt du 14 mars 2013, paras. 30-37. 本案審査では，条約10条違反が認定され
た。Ibid., paras. 38-62.
Berladir and Others v. Russia, judgment of 10 July 2012, paras. 34-35. 本案審査では，条約11
条違反は認定されなかった。Ibid., paras. 36-62.
条約における個人申立権の濫用については，西片聡哉「欧州人権条約における個人申立権の濫
用─人権裁判所の判例の検討を中心に─」『芹田古稀』（註 6 ）153-168頁，参照。
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法のサプリメントの賠償（7.99ユーロ）を求めてフランクフルト行政裁判所に
提訴した訴訟が 5 年 4 ヶ月の長期にわたり，それに対して救済がなされなかっ
たことが公正な裁判を受ける権利などを侵害すると主張した。第 5 小法廷は，
重大な人権問題を提起する非常に多くの申立が裁判所に係属していることで過
重な負担を強いられており，7.99ユーロという少額と本件手続きが薬物ではな
くサプリメントに関わるものであることを考慮すると，本件事実の瑣末さと条
約の保障システムの利用との間に不釣りあいな状態があると述べ，濫用として
申立を受理しなかった。
　これに対して，第14議定書が2010年 6 月 1 日に発効すると，裁判所が Bock
事件に言及しながら，新たな「相当な不利益」基準を適用して申立を却下する
事例が出てくる。Ionescu 対ルーマニア事件では，第 3 小法廷は，訴訟で争わ
れている金額がわずかであることは裁判所が申立を受理されないと宣言するに
至った決定的な要素であったことを想起しなければならないと述べ，この文脈
で Bock 事件が引用された。適用された条文は異なるが，実質的には問題とな
る金額が少額であるという同じ理由で裁判所が申立を却下したと捉えることも
可能である。
　Bock 事件は，第14議定書発効までの過渡的な事例と考えることもできたか
もしれないが，他方で，Dudek 対ドイツ事件（2010年11月）は，同議定書発効
後も申立権の濫用として Bock 事件のアプローチが用いられることを示した。
第 5 小法廷は，Bock 事件で選択されたアプローチが条約35条 3 項⒝での新た
な受理可能性基準の設定後も引き続き適用されると明言し，その理由として以
下のことを指摘した。
　「条約35条の文言は，新たな要件が条約35条 3 項⒜に含まれる他の要件に取
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Bock v. Germany, decision of 19 January 2010, pp. 4-5.
Ionescu c. Roumanie, supra note 18, para. 34. Bock 事件を引用している相当な不利益基準に関
する他の事例として，例えば以下のものを参照。Sancho Cruz et 14 autres affaires 《réforme agraire》 
c. Portugal, supra note 27, para. 30；Juhas Đurić v. Serbia, judgment of 7 June 2011, para. 57.
Dudek （Ⅷ） v. Germany, decision of 23 November 2010, p. 8.
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って代わるものではなく，別の選択肢（alternative）であることを明確に確立
している。新たな基準が第14議定書発効前の受理可能性要件に関する判例法の
一部を無益にすると考えることは，同基準を導入した目的にも反することにな
るであろう」。
　本件では，契約歯科医である申立人は所属する契約歯科医協会を相手取って
治療費から差し引かれた控除額の支払いを求める訴訟をドイツの社会裁判所に
起こしたが， 7 年を超える訴訟期間が合理的な期間内に審理を受ける権利（条
約 6 条 1 項）や実効的な救済を受ける権利（13条）を侵害しているとして申立を
行った。小法廷は，問題となっている治療費用の不払いによって申立人の生活
が危険にさらされるわけではないと認定し，金額が少額であることにより申立
が相当な不利益基準に依拠して受理可能か否かを審査した。同基準に適用につ
いて，第 5 小法廷は，訴訟遅延に対してドイツ国内で実効的な救済が与えられ
ていないと認定し，国内裁判所による正当な審理を受けていないという同基準
の条件が満たされるため，この同基準により申立を却下できなくなると判示し
た。そこで次に，小法廷は濫用基準に基づいて受理可能性を審査し，Bock 事
件に依拠しながら裁判所の過重負担と多くの重大な人権問題が係属中であるこ
とを考慮して，申立が濫用であると決定した。
　裁判所のこのようなアプローチはその後も引き続き採用され，確立していく
ことになる。Popovici 対オーストリア事件（2011年）では，申立人は所得税の
追徴としての137.91ユーロの支払い命令が不当であるとして同国の裁判で争っ
たが， 5 年 6 ヶ月半に及ぶ長期の訴訟が条約 6 条 1 項に違反すると主張した。
第 1 小法廷は，申立人が国内訴訟で争ったのは追徴額ではなく，「第 1 回目
の」追徴の当否であり，このような異議申立が国内裁判所の過剰な負担をもた
らし，あまりにも長期にわたる訴訟の一因となると認定した。そのうえで，本
件では，争われている些細な事実と長期の訴訟遅延の間の不均衡が特徴づけら
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Ibid.
Ibid., pp. 6-7.
Ibid., pp. 7-9. 
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れるとして，申立は濫用として受理されなかった。また，Vasylenko 対ウクラ
イナ事件（2011年）では，第 5 小法廷は，Bock 事件や Dudek 事件に言及しな
がら新たな原則が確立したと述べ，相当な不利益基準ではなく，濫用として申
立を受理しなかった。申立人によれば，車のスピード違反により17ウクライ
ナ・フリヴニャ（約 3 ユーロ）の罰金を科した裁判が申立人不在のまま行われ，
このことが条約 6 条の公正な裁判を受ける権利を侵害していると主張された。
決定は，明らかに少額な罰金と重大な人権問題を提起する多くの申立が裁判所
に係属している事実の間の不均衡に鑑みて，申立を濫用として却下した。
　このように，申立人の被害額の瑣末さが争点となっている場合，濫用基準と
相当な不利益基準の区別の問題が生じる。裁判所が指摘したように，これらは
別個の基準としてそれぞれ独自の審査が可能であるが，優先的に適用されるの
は相当な不利益基準であろう。Vasylenko 対ウクライナ事件でも，第14議定書
が発効する前の2009年 3 月24日に申立が一旦受理されたため，裁判所は相当な
不利益基準により審理できなかった側面があった。濫用基準は，相当な不利益
基準によって申立を却下できない場合に適用されるという意味で，補完的な機
能をはたしうる。こうして，裁判所は申立の受理について異なる基準を用いな
がら，些末な事件に対する二重の統制を行って却下することを強化してきた。
　それぞれの基準により申立を受理しない場合の理由づけについては，相当な
不利益基準の場合は，客観的に見て問題となる金額が少額であり，申立人に対
する影響が少ないことが強調される傾向にある。他方で，濫用基準の場合には，
金額が少額であることと条約システム（あるいは長期にわたる訴訟）の利用との
不均衡が強調される。双方の不釣りあいの度合いがあまりにも行きすぎて，裁
判所の迅速かつ効率的な事件処理を妨げる場合には申立権の濫用として判断さ
れるのではないだろうか。
　これまでの事例は，いずれも国内の訴訟遅延や訴訟手続きに関わるものであ
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Popovici v. Austria, decision of 20 September 2011, pp. 4-5. 本件では，追徴命令は申立後に取
り消された。
Vasylenko v. Ukraine, decision of 18 October 2011, pp. 4-5.
49）
50）
ったが，訴訟遅延などに対する効果的な国内救済がなされないにもかかわらず，
濫用基準により申立が却下されると，申立人の人権救済が最終的になされない
のではないかと懸念される。この点について，いずれの当事国についても，裁
判所がすでに訴訟遅延などの問題を扱ってきたことが決定で強調されている。
ドイツにおける過度の訴訟遅延に対する効果的な国内救済の欠如に関しては，
決定は，別の事件で同国の条約上の義務が特定されたことを指摘した。このこ
とから，裁判所は，効果的な国内救済の欠如に対する歯止めを確認したうえで
慎重に濫用基準を適用していると思われる。
⑵　本案審査の必要性
　この要件の起草にあたり参照された条約37条 1 項但書や38条 1 項（友好的解
決）の解釈に言及しながら，審査の必要性の判断を行っているのが特徴的であ
る。例えば，関連する国内法が審査時に改正されていたり，類似した問題が裁
判所に付託された他の事件ですでに解決されていた場合には申立の審査を行う
ことは求められない。
　Ionescu 対ルーマニア事件では，裁判所は，上訴の受理可能性の事前審査に
関する国内法規定が廃止され，その後は上訴が民事訴訟法の通常の手続きにし
たがって審査されているとして，申立を斥けた。Holub 対チェコ事件では，
2007年 7 月23日に憲法裁が公表した意見により，当事者の所見が新たな事実や
主張を含む場合には所見を申立人に送付することが勧告された。このことによ
り，本案審査は求められないと裁判所により判示された。
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Bock 事件も Dudek 事件も，ドイツの義務を明示した Sürmeli 対ドイツ事件判決（2006年）や
Herbst 対ドイツ事件判決（2007年）に言及しながら，これらの事件で申立が濫用として却下さ
れることが例外的であることを強調している。Bock v. Germany, supra note 43, p. 4；Dudek v. 
Germany, supra note 45, p. 9. オーストリアについては，裁判所は，Schutte 対オーストリア事
件判決（2007年）などで同国の訴訟遅延の問題を扱ってきたことに留意している。Popovici v. 
Austria, supra note 49, p. 5. また，ウクライナに関しては，裁判所は，審理の適切な通知の要請
の問題を Strizhak 対ウクライナ事件判決（2005年）などで扱ってきた。Vasylenko v. Ukraine, 
supra note 50, p. 5.
Ionescu c. Roumanie, supra note 18, paras. 37-39.
Holub c. République  tchèque, supra note 32, p. 12. Voir aussi, Bratři Zátkové, a. s. c. 
République tchèque, supra note 32, pp. 4-5.
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　裁判所が提起された争点について過去に繰り返し判断を示してきた場合や判
例法が存在する場合にも，本案審査の必要はないと判断される。Ştefănescu
対ルーマニア事件では，申立人が精神的損害の賠償を求める際に国内裁判所に
より課される同損害の立証義務の問題について，裁判所は条約のさまざまな規
定の観点から判断を示してきたとして，本案審査の必要性はないと判示した。
また，Rinck 対フランス事件では，申立人が問題視した違警罪の立証責任の仕
組みは条約に合致していると繰り返し判示され，申立人が争った防御権の制限
についても裁判所は決定を行ってきたとして，申立を受理しなかった。
　条約の尊重に関わる一般的性質を持った事件については，Korolev 対ロシア
事件で，申立が受理されるには本案でさらに掘り下げた審査が必要だと指摘さ
れ，例として，条約による国家の義務を明確にする場合や申立人と同じ状況に
ある他の人たちに関わる構造的な判決不履行を解決するよう被告国に求めるこ
とが挙げられている。本件では，裁判所は，以下のような理由で申立を斥けた。
裁判所は，本件と同一の問題について判断を示し，条約上の国家の義務につい
て慎重に検討する機会が多くあり，また，裁判所および閣僚委員会は，ロシア
における国内裁判所の判決不執行に関する構造的問題ならびに同様の新たな違
反を防ぐために一般的措置を採択する必要性について考察してきた。本件を本
案で審査しても，新たな要素はもたらされないであろう。
　しかし他方で，Finger 対ブルガリア事件（2011年）では，不動産の相続およ
び分割に関する民事訴訟の遅延ならびにそれに対して実効的な救済がなされな
いことが争われたが，第 4 小法廷は，これらの問題に関して人権の尊重の観点
から本案審査が必要であるとして申立を受理した。裁判所は，本案審理でパイ
ロット判決手続きを適用している。また，Živić 対セルビア事件（2011年）では，
公平な賃金および同一労働同一賃金に対する権利についてベオグラードの地方
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Ştefănescu c. Roumanie, supra note 22, paras. 38-43.
Rinck c. France, supra note 23, pp. 5-6.
Korolev c. Russie, supra note 10, pp. 5-6. See also, Vasilchenko v. Russia, judgment of 23 
september 2010, para. 49.
Finger v. Bulgaria, judgment of 10 May 2011, paras. 67-75.
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裁判所が一貫しない公正な裁判を受ける権利を侵害するか否かが争われた。第
2 小法廷は，以下のような理由で，本件における金銭的影響（145,821.60セルビ
アディナール，約1,800ユーロ）だけでなく条約の重要な原則的問題を考慮して申
立を受理した。同一の司法機関から生じる一貫しない司法判断は同じ状況の下
にある多くの個人に影響を与えた。このような実行が司法システムに対する公
衆の信頼を不可避的に低下させ，さらに法的安定性の原則と法の前の万人の平
等の原則を危うくさせ，これらは法の支配の基本的な属性であり，条約に内在
している。
　さらに，国内法上の重要な問題が本案審査に値すると判示されている。
Juhas Durić 対セルビア事件（2011年）では，第 2 小法廷は，人権の尊重が本
案の審理を必要としているとして，申立を受理した。裁判所によれば，予備的
な犯罪捜査における警察任命の弁護人の役割は，弁護人の面前でなされた供述
が事後の刑事手続きで証拠として用いられうることから，セルビアの刑事裁判
システムの機能と公正さを維持する点から非常に重要である。したがって，こ
のような弁護人の手続き上の地位と密接に関連している問題を取るに足らない，
本案審査に値しないものとみなすことはできない。さらに，Nocoleta Gheorghe
対ルーマニア事件（2012年）では，第 3 小法廷は，刑事手続きにおける無罪推
定および武器平等の原則について原則的な決定が必要であるとして，職権で申
立を受理した。本件では，申立人はアパートの静寂を乱したとして違警罪で罰
金を科されたが，ルーマニア法で警察の調書の合法性および妥当性が推定され，
申立人が反証する義務を課されていることが条約 6 条 2 項の無罪推定の原則な
どに違反するかが争われた。第 3 小法廷は，このような原則的な問題について
の裁判所の決定が，公序を乱した違警罪犯が国内レベルで享受するはずの保障
の範囲に関して国内裁判所に指針を与えるであろうと述べて，申立を受理した。
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Živić v. Serbia, judgment of 13 September 2011, paras. 33-43.
Juhas Durić v. Serbia, supra note 44, paras. 50-58.
Nicoleta Gheorghe c. Roumanie, arrêt du 3 avril 2012, paras. 24-27. なお，本案審査では， 6
条違反が認定されなかった。Ibid., paras. 28-35.
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　本案審査の必要性の要件については，⑴の相当な不利益要件における非金銭
的利益との区別が問題となる。非金銭的利益の場合は，権利の性質自体や申立
人に対する事件の重大性が主な考慮要素となると考えられる。他方で，本案審
査の必要性が認められるのは，条約システムにおいて構造的または一般的な問
題が提起されている場合や国内法上の重要な問題が提起され，裁判所が条約に
照らして指針を与えるような場合である。問題の重要性は後者の方が高いと考
えられる。このように，条約において原則的なまたは重要な問題を提起する事
件について，裁判所は，二重の要件を適用しながら統制を確保してきた。
⑶　国内裁判所による正当な審理
　まず正当な審理がなされた判断された事例について見てみると，Ionescu 対
ルーマニア事件では，申立人は少なくとも 1 つの国内裁判所での対審的な議論
により自らの請求理由を提起することができたと判示され，申立が受理されな
かった。また，Korolev 対ロシア事件では，国内レベルでの裁判拒否はなされ
なかったと判示された。申立人の当初の請求は国内裁判の 2 つの段階で審査さ
れ，訴えも受け入れられた。執行吏が訴訟費用を徴収しなかったことを争った
後の請求は，手続き規則を尊重しなかったとして地方裁により斥けられたが，
このことは裁判拒否となるわけではない。訴訟事件が最終審で判断され，申立
人はもはや国内レベルで訴えを審査させることができなかったことにより，国
内での正当な審理という新たな基準を適用することは妨げられない。以上のこ
とから，本件は，国内裁判所により正当に審理されたと判示された。Korolev
事件で示されたアプローチは，Holub 対チェコ事件でも採用され，申立が受理
されなかった。裁判所によれば，「事件」（case, affaire）と「申立」（application, 
requête）は意味が異なり，条約違反を生じさせていると主張される事件が国内
レベルでの司法審査の対象であったか否かが検証されなければならない。本件
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Ionescu c. Roumanie, supra note 17, para. 40.
Korolev c. Russie, supra note 10, pp. 6-7.
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では，売買契約の締結から生じる民事的な権利義務を争う申立人の訴えは，第
一審と控訴審で本案審査がなされた。事件が「正当に審理された」かという問
題に関して，この要件が公正な裁判手続きの要請ほど厳格には解釈されないだ
ろう。以上のことから，本件が国内で正当に審理されなかったと主張すること
はできないであろう。
　また，国内裁判所での正当な審理について，いかなる請求の本案をも審理す
ることを国家は義務付けられているわけではないと解されている。Ladygin 対
ロシア事件では，廷吏を相手取った非金銭的損害への補償を求める請求が同国
裁判所で審理されなかったことが争われたが，申立人が民法上の根拠のない取
るに足らない請求を行い，国内法の意味における損害に対する「主張しうる請
求」（arguable claim）を行わなかったとして，正当な審理がなされたと判示された。
　申立人が国内の最終審の司法機関による条約違反を主張する場合は，裁判所
は正当な審理要件の審査をしなくてもよいと解される。Galović 対クロアチア
事件（2013年）では，以下のような理由で正当な審理要件を審査することなく
申立人が相当な不利益を被っていないと判示した。本件での正当な審理要件に
ついて裁判所の審査が必要であると解すれば，国家の最終審級機関に帰せられ
る違反の主張に関する請求について，重大なものでなくても斥けることができ
なくなるであろう。裁判所によれば，そのようなアプローチは適切ではなく，
条約35条 3 項⒝の趣旨および目的と合致しない。
　これに対して，事件の主要な争点が国内訴訟で申立人の請求が正当に審理さ
れたか否かがである場合には，正当に審理されなかったと判断される傾向にあ
る。Finger 対ブルガリア事件では，本件の主要な争点は民事手続きの不当な
遅延に関する不服申立が国内レベルで正当に審理されたか否かであるとして，
第 4 小法廷は同国政府の不受理の抗弁を斥けている。また，Flisar 対スロヴェ
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Holub c. République tchèque, supra note 32, pp. 12-13.
Oleg Vyacheslavovich Ladygin v. Russia, decision of 20 August 2011, p. 5.
Galović v. Croatia, supra note 33, paras. 76-78. See also, Fatih Çelik v. the Netherlands, 
decision of 27 August 2013, para. 40.
Finger v. Bulgaria, supra note 57, para.76.
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ニア事件（2011年）では，第 5 小法廷によれば，申立人はまさしく事件が国内
裁判所で正当に審理されなかったことを争っており，同国の憲法裁が条約 6 条
違反に関する申立人の主張を取り扱わなかったとして，申立が受理された。そ
の他，繰り返しになるが，Dudek 対ドイツ事件では，同国法のもとで民事手
続きの訴訟遅延に対する効果的な国内救済が欠如している中で，申立人の請求
が「正当に審理」されてこなかった判示された。
　以上の事例から，この 3 つめの要件については，比較的緩やかな解釈がなさ
れていると指摘できる。まず，審理の回数については，Ionescu 事件によれば，
少なくとも 1 つの国内裁判所での対審的な審理が必要になると思われる。また，
Holub 事件が示すように，条約違反を生じさせている事件そのものが国内裁判
所で正当に審理されていれば，申立が受理されることはない。また，審理の正
当さについては，条約 6 条 1 項の公正な審理ほど厳格に解釈されるわけではな
い。
　この要件における「事件」は，申立人が国内裁判所に提起した訴え（action），
請求（demande），申立（prétention）を意味しており，人権裁判所に行った条約
違反の申立では必ずしもない。このことから，相当な不利益を被っていない事
件について，条約違反の申立が国内裁判所で正当に審査されても審査されなく
ても，事件自体が正当に審理されていれば申立が不受理となりうる。これに対
して，他の受理可能性基準である国内的救済完了の原則（35条 1 項）は，条約
違反の主張が国内裁判所で少なくとも実質的にかつ国内法の定める形式および
期間のもとで提起されれば申立が受理されうる。この原則との関係では，申立
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Flisar v. Slovenia, judgment of 29 September 2011, para. 28. Fomin 対モルドヴァ事件（2011
年）では，第 3 小法廷は，本件が国内裁判所により正当に審理されたか否かの問題に対する回答
が条約 6 条での申立の実質と密接に関連しているとして，本案と併合して審査し，結論的に「国
内裁判所により正当に審理」されなかったと判示し，条約 6 条 1 項違反を認定した。Fomin v. 
Moldova, judgment of 11 October 2011, paras. 19-34.
Dudek v. Germany, supra note 45, p. 7
もっとも，公正な手続きの侵害がその性質や強さにより審理の「正当さ」の性格に影響を与え
うることは認められ，例として恣意的判断や裁判拒否が挙げられている。František Šumbera c. 
République tchèque, décision du 21 février 2012, p. 6. 
Par exemple, İlhan c. Turquie, arrêt du 27 juin 2000, para. 58.
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人が国内的救済を尽くしても，申立人が相当な不利益を被っておらず，事件が
国内裁判所で正当に審理されていれば申立が却下されうるであろう。
　正当な審理とみなされないのは，申立が国内裁判所での正当な審理そのもの
を争っている場合や訴訟遅延のように国内裁判所による正当な審理を妨げる問
題に対して実効的な救済がなされていない場合などに限定されていた。もっと
も，Dudek 対ドイツ事件のように，事件が正当に審理されていないと判断さ
れても，申立権の濫用として受理されない場合もある。第15議定書が発効すれ
ば正当な審理要件は削除されるが，上記のような問題は，他の要件で審査する
ことは可能かもしれない。
4．おわりに
　申立の受理可能性の審査における新たな「相当な不利益」基準の適用は，裁
判所による解釈に委ねられ，解釈の基準を示した判例法が長くても 3 年ほどで
確立したと考えられる。裁判所は，申立権の濫用といった他の受理可能性基準
と連動させながら，些細な人権侵害の申立は扱わない重層的な統制を行ってき
た。他方で，条約における原則的または重要な問題については，裁判所は 2 つ
の要件を適用しながら審査を確保し，重層的な統制を行ってきた。この基準の
適用においては，裁判所の憲法裁判所的な機能は着実に強められていると考え
られる。
　些細な不利益を被った事件は，国内裁判所でしか扱われなくなり，今後は締
約国における実効性な救済が決定的に重要となる。その意味で，条約の国内実
施を促す新たな補完性の原則が強調され，条約上の権利の実効的保障に向けた
人権裁判所と締約国裁判所の協働が注目される。
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2013年 3 月の Galović 対クロアチア事件で，第 1 小法廷は，「判例法で確立された基準に照ら
して」相当な不利益についての審査を行った。Galović v. Croatia, supra note 33 , para. 73. これ
に対して，2011年10月の Giusti 対イタリア事件で，第 2 小法廷は，権利の侵害が重大性の「最
低レベル」に達したかを検討する基準が判例において部分的にしか提供されていないと指摘して
いた。Giusti c. Italie, supra note 30, para. 33
新たな意味での補完性の原則については，小畑　郁「ヨーロッパ人権条約における国内的実施
の進展と補完性原理」法律時報80巻 5 号（2008年）48-52頁，参照。
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